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（単位　千円・％）

(ｱ) (ｲ)

一 般 会 計 歳 入 総 額 (A) 11,984,659 12,267,444 △ 282,785 △ 2.3

一 般 会 計 歳 出 総 額 (B) 11,084,747 11,801,386 △ 716,639 △ 6.1

香川県後期高齢者医療広域
連合派遣人件費規模控除額

(C) 5,371 5,069 302 6.0

後期高 齢者 健康 診査 費用
規 模 控 除 額

(D) 9,093 11,518 △ 2,425 △ 21.1

公 営 事 業 会 計 と の 調 整 (E) 13,000 13,147 △ 147 △ 1.1

繰 越 財 源 の 調 整
（ 基 金 繰 入 金 ）

(F) 28,106 161,136 △ 133,030 △ 82.6

普 通 会 計 歳 入 総 額
(A)-(C)-(D)-(E)+(F)

(G) 11,985,301 12,398,846 △ 413,545 △ 3.3

普 通 会 計 歳 出 総 額
(B)-(C)-(D)-(E)

(H) 11,057,283 11,771,652 △ 714,369 △ 6.1

形 式 収 支
(G)-(H)

(I) 928,018 627,194 300,824 48.0

繰 越 明 許 費 の 繰 越 財 源 (J) 79,678 214,240 △ 134,562 △ 62.8

事 故 繰 越 の 繰 越 財 源 (K) 0 0 0 －　

事 業 繰 越 の 繰 越 財 源 (L) 0 0 0 －　

実 質 収 支
(I)-(J)-(K)-(L)

(M) 848,340 412,954 435,386 105.4

単 年 度 収 支
R3(M)-R2(M)

(N) 435,386 79,159 356,227 450.0

財 政 調 整 基 金 積 立 額 (O) 2,233 2,403 △ 170 △ 7.1

地 方 債 繰 上 償 還 金 (P) 0 0 0 －　

財 政 調 整 基 金 取 崩 額 (Q) 0 0 0 －　

実 質 単 年 度 収 支
(N)+(O)+(P)-(Q)

(R) 437,619 81,562 356,057 436.5

※決算統計とは、正式名称を「地方財政状況調査」といい、全国の地方公共団体が統一した手法により決算分析を行
うものである。

※香川県後期高齢者医療広域連合派遣人件費規模控除額(C)とは、広域連合に派遣している職員人件費と広域連合の人
件費負担金を歳入歳出総額から控除するものである。
※後期高齢者健康診査費用規模控除額(D)とは、広域連合からの委託を受けて実施する後期高齢者の健診費用と広域連
合の事業負担金を歳入歳出総額から控除するものである。
※公営事業会計との調整(E)とは、一般会計の歳出のうち、介護保険施設事業に係る光熱水費を公営企業会計に属する
経費として分別し調整している。
※繰越財源の調整(F)とは、基金繰入金について、未収入特定財源に整理できず、既収入特定財源として計上する。こ
のため、決算年度の歳入として整理し、繰越財源に含めることで、実質収支を調整している。
※繰越明許費の繰越財源(J)について、未収入特定財源に整理できず、かつ、既収入特定財源として計上できない繰越
財源は、繰越財源に加算して計上しているため、実質収支(M)、単年度収支(N)及び実質単年度収支(R)で一般会計と乖
離が生じている。

１　普通会計決算の状況　（決算統計数値）

　　　　　　　　　年　　度

　項　　目

令和２年度 対前年度増減

(ｱ)－(ｲ)＝(ｳ) (ｳ)÷(ｲ)×100

令和３年度
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（単位　千円・％）

町 税 1,420,681 1,488,746 △ 68,065 △ 4.6 11.9 12.0

地 方 譲 与 税 67,953 66,601 1,352 2.0 0.6 0.5

利子割交付金 1,892 2,419 △ 527 △ 21.8 0.0 0.0

配当割交付金 11,767 8,065 3,702 45.9 0.1 0.1

株式等譲渡所
得 割 交 付 金

12,696 8,072 4,624 57.3 0.1 0.1

法 人 事 業 税
交 付 金

19,521 7,004 12,517 178.7 0.2 0.1

地 方 消 費 税
交 付 金

350,996 325,546 25,450 7.8 2.9 2.6

ゴルフ場利用
税 交 付 金

3,705 3,579 126 3.5 0.0 0.0

自動車税環境
性能割交付金

5,474 6,398 △ 924 △ 14.4 0.0 0.1

地 方 特 例
交 付 金

59,824 9,049 50,775 561.1 0.5 0.1

地 方 交 付 税 4,378,233 4,001,654 376,579 9.4 36.5 32.3

交通安全対策
特 別 交 付 金

1,221 1,367 △ 146 △ 10.7 0.0 0.0

分担金負担金 180,186 190,258 △ 10,072 △ 5.3 1.5 1.5

使用料手数料 180,613 188,541 △ 7,928 △ 4.2 1.5 1.5

国 庫 支 出 金 1,503,122 2,633,798 △ 1,130,676 △ 42.9 12.5 21.2

県 支 出 金 676,419 592,987 83,432 14.1 5.6 4.8

財 産 収 入 40,296 35,155 5,141 14.6 0.3 0.3

寄 付 金 976,173 607,044 369,129 60.8 8.1 4.9

繰 入 金 471,151 493,735 △ 22,584 △ 4.6 3.9 4.0

繰 越 金 365,623 336,205 29,418 8.8 3.1 2.7

諸 収 入 276,255 207,297 68,958 33.3 2.3 1.7

町 債 981,500 1,185,326 △ 203,826 △ 17.2 8.2 9.6

歳 入 合 計 11,985,301 12,398,846 △ 413,545 △ 3.3 100.0 100.0

※構成比については、端数処理の関係上、合計とその内訳が一致しない場合がある。

２　科目別歳入決算額の状況　（決算統計数値）

　　　　　区　分
 種　別

令和３年度 令和２年度 増減額 増減率
構 成 比

３ ２
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（単位　千円・％）

議 会 費 93,693 97,774 △ 4,081 △ 4.2 0.8 0.8

総 務 費 2,178,048 3,039,620 △ 861,572 △ 28.3 19.7 25.8

民 生 費 2,534,382 2,217,818 316,564 14.3 22.9 18.8

衛 生 費 2,090,345 2,186,812 △ 96,467 △ 4.4 18.9 18.6

労 働 費 35,745 35,251 494 1.4 0.3 0.3

農林水産業費 489,465 355,787 133,678 37.6 4.4 3.0

商 工 費 351,793 483,212 △ 131,419 △ 27.2 3.2 4.1

土 木 費 766,289 755,505 10,784 1.4 6.9 6.4

消 防 費 458,095 466,686 △ 8,591 △ 1.8 4.1 4.0

教 育 費 986,639 1,087,869 △ 101,230 △ 9.3 8.9 9.2

災 害 復 旧
事 業 費

447 1,270 △ 823 △ 64.8 0.0 0.0

公 債 費 1,072,342 1,044,048 28,294 2.7 9.7 8.9

諸 支 出 金 0 0 0 0.0 0.0 0.0

歳 出 合 計 11,057,283 11,771,652 △ 714,369 △ 6.1 100.0 100.0

※構成比については、端数処理の関係上、合計とその内訳が一致しない場合がある。

３　目的別経費の状況　（決算統計数値）

　　　　　区　分
 種　別

令和３年度 令和２年度 増減額 増減率
構 成 比

３ ２
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（単位　千円・％）

人 件 費 1,747,205 1,756,114 △ 8,909 △ 0.5 15.8 14.9

扶 助 費 1,198,524 909,413 289,111 31.8 10.8 7.7

公 債 費 1,072,342 1,044,048 28,294 2.7 9.7 8.9

小 計
(義務的経費)

4,018,071 3,709,575 308,496 8.3 36.3 31.5

物 件 費 1,281,144 1,170,066 111,078 9.5 11.6 9.9

維 持 補 修 費 80,573 71,269 9,304 13.1 0.7 0.6

補 助 費 等 2,030,513 3,465,767 △ 1,435,254 △ 41.4 18.4 29.4

積 立 金 669,628 389,421 280,207 72.0 6.1 3.3

投 資 及 び
出 資 金

5,119 12,472 △ 7,353 △ 59.0 0.0 0.1

貸 付 金 170,611 153,183 17,428 11.4 1.5 1.3

繰 出 金 808,013 833,970 △ 25,957 △ 3.1 7.3 7.1

小 計
(その他経費)

5,045,601 6,096,148 △ 1,050,547 △ 17.2 45.6 51.8

普 通 建 設
事 業 費

1,993,164 1,964,659 28,505 1.5 18.0 16.7

災 害 復 旧
事 業 費

447 1,270 △ 823 △ 64.8 0.0 0.0

小 計
(投資的経費)

1,993,611 1,965,929 27,682 1.4 18.0 16.7

歳 出 合 計 11,057,283 11,771,652 △ 714,369 △ 6.1 100.0 100.0

※構成比については、端数処理の関係上、合計とその内訳が一致しない場合がある。

４　性質別経費の状況　（決算統計数値）

　　　　区　分
 種　別

令和３年度 令和２年度 増減額 増減率
構 成 比

３ ２
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(A) (B)

4,658,164 4,492,764 165,400 0

国 民 健 康 保 険
事 業 特 別 会 計

2,092,604 2,020,999 71,605 0

後 期 高 齢 者 医 療
事 業 特 別 会 計

303,206 303,206 0 0

介 護 保 険
事 業 特 別 会 計

2,196,707 2,105,444 91,263 0

介 護 サ ー ビ ス
事 業 特 別 会 計

55,702 55,648 54 0

介 護 予 防 支 援
事 業 特 別 会 計

9,945 7,467 2,478 0

特　別　会　計

５　特別会計別決算状況　

会　　計　　名
(A)-(B)=(C)

翌年度へ繰り越歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額

すべき財源 (D)
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（決算数値）

（単位：千円）

(F) (G) (H) (I)

165,400 56,022 25,577 0 0 81,599

71,605 16,515 136 0 0 16,651

0 0 0 0 0 0

91,263 41,717 23,044 0 0 64,761

54 △ 1,191 647 0 0 △ 544

2,478 △ 1,019 1,750 0 0 731

実質収支 実質単年度収支

(F)+(G)+(H)-(I)

積立金 積立金取崩額繰上償還金単年度収支

(C)-(D)=(E)
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（単位　千円・％）

基 準 財 政 需 要 額 5,369,415 5,075,680 293,735

基 準 財 政 収 入 額 1,478,957 1,548,578 △ 69,621

標 準 財 政 規 模 5,976,193 5,682,100 294,093

0.297 0.309 △ 0.012

一 般 財 源 比 率 58.3 53.7 4.6

自 主 財 源 比 率 32.6 28.6 4.0

経 常 収 支 比 率 86.6 93.5 △ 6.9

実 質 赤 字 比 率 -              -              -              

連 結 実 質 赤 字 比 率 -              -              -              

実 質 公 債 費 比 率 6.3 6.3 0.0

将 来 負 担 比 率 -              -              -              

実 質 収 支 比 率 14.2 7.3 6.9

積 立 金 現 在 高
（ 財 政 調 整 基 金 ）

1,966,206 1,751,973 214,233

積 立 金 現 在 高
（ 減 債 基 金 ）

2,000,499 1,947,911 52,588

地 方 債 現 在 高
（ 一 般 会 計 ）

10,447,543 10,752,438 △ 304,895

債務負担行為翌年度
以 降 支 出 予 定 額

823,400 619,320 204,080

経 常 一 般 財 源 5,856,754 5,498,911 357,843

経 常 一 般 財 源 比 率 98.0 96.8 1.2

差 引 増 減

(単年度△ 0.030)

６　財 政 指 標

財 政 力 指 数

　　　　　　　　区　分
 種　別

令和３年度 令和２年度

(単年度0.275) (単年度0.305)
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新型コロナウイルス感染症対策に関連する事業として支出したものは、以下のとおりである。

国庫
支出金

うち新型コロナ
ウイルス感染症
対応地方創生臨
時交付金

県
支出金

その他 一般財源

事業者への支援
（第２次地域産業持続化給付金など）

107,002 98,610 98,610 4,828 3,564

暮らしへの支援
（住民税非課税世帯等臨時特別給付金など）

192,590 170,410 51 6 22,174

子育て世帯への支援
（子育て世帯臨時特別給付金など）

180,572 167,696 11,370 1,590 11,286

医療・福祉の対策
（新型コロナウイルスワクチン接種事
業）

121,617 119,266 2,351 0

防災対策
（避難所空調機器及びWi-Fi整備など）

86,976 77,381 77,381 9,528 67

保育・教育の対策
（空調機器、感染防止対策用品など）

23,282 20,489 17,607 1,227 1,566

その他の対策
（感染防止対策など）

47,035 40,785 40,785 193 6,057

合　　計 759,074 694,637 245,804 0 19,723 44,714

７　新型コロナウイルス感染症対策関連事業費

事業費

財　源　内　訳

事業名等
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（ ）

・目的： 適正な財政管理に努め、効果的・効率的な予算編成及び執行管理を行う。

・目標： 社会保障財源として、適切・有効に活用する。

【歳入】市町村交付金（社会保障財源化分） 千円

【歳出】社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 千円

（単位：千円）

※事務費や事務職員の人件費（サービス提供に直接従事しない職員分）等は除く

※社会保障４経費・・・年金・医療・介護・子育て

計 679,816 12,318 6,350 33,529 63,686 563,933

合　　　計 2,913,252 413,515 485,908 6,350 96,217 193,941 1,717,321

保健
衛生

乳幼児等医療事業 21,725 10,530 6,350

12,096 342 3,033

医療提供体制確保事業 639,713 880 20,769

1,796

62,717 555,347

健康増進事業 15,471

664 424 3,757

予防対策事業 2,907 908 203

社会

保険

国民健康保険事業 176,763 17,854 73,880

国民年金事業

60,283 533,793

8,628 76,401

介護保険事業 331,434 10,576 5,288

計 799,692 28,430 177,186

計 1,433,744 385,085 296,404 62,688 69,972 619,595

11,578

後期高齢者医療事業 279,917 98,018

32,022 283,548

18,458 163,441

1,175 10,403

社会

福祉

社会福祉事業 99,086 5,666

662 5,861

障害福祉事業 435,644 178,824 104,247 13,776

児童福祉事業 703,024 205,761 83,216 32,924 38,673 342,450

64,321

14,084 124,713

母子福祉事業 7,023 500

1,881 9,289 82,250

高齢者福祉事業 188,967 103,275 14,107 7,264

その他
引上げ分の
地方消費税

その他

事業の概要（目標）

事業の実績または成果（達成状況）

引上げ分の市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費
その他社会保障施策に要する経費

193,941

2,913,252

事　　業　　名 経　費

財　　　源　　　内　　　訳

特　　定　　財　　源 一 般 財 源

国庫支出金 県支出金 地方債

事 業 名 社会保障４経費 【所　管】 （　企画財政課　）

期　　間 款 項

財
源
内
訳

区分 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決算額

一般財源 事業費計

予算現額

～

目 目　　　名 決算額（千円） 決算書ページ

4/1～3/31
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